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図1 マイナス成長からプラス成長に改定された97年度の成長率（％）

(資料）内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算年報」
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１．経済見通しをどう評価すべきか

今年も新年度の経済見通しの季節がやってきた。12月は毎年 50以上の民間機関で新年度の

経済見通しの発表が行われ、その予測数値が新聞紙上をにぎわすことになる。政府も新年度の

予算編成に合わせて「経済見通しと経済運営の基本的態度」という形で実質ＧＤＰ成長率など

の予測を策定するが、これも世間の注目度は非常に高い。しかし、経済見通しの注目度の高さ

に比べて、その見通しが当たったかどうかといった評価については関心をもたれることが少な

い。実績値が出る頃にはかなり昔に発表された経済見通しなど皆忘れてしまっているというこ

ともあるだろうが、経済見通しの評価の仕方が難しいこともその理由のひとつだろう。

経済成長率の予測を実績と比較する場合に意外に大きな問題は、いつ時点の「実績値」を使

うかということである。ＧＤＰ統計は数多くの基礎統計を加工することによって推計されたも

のであるため、基礎統計の追加や、推計方法の変更等によって修正が繰り返され、そのたびに

経済成長率の実績が変わってしまうからだ。

年度の経済成長率は、まず「速報値」が翌年の 6 月に発表される。同じ年の 12 月には速報

値が「確報値」に改定され、その 1年後の 12月には「確確報値」へと改定される。さらに、5

年に 1度の基準年の改定により過去の数字が一斉に改定されるほか、昨年のようにＳNA体系

の改訂が行われた場合には、ＧＤＰの定義の

変更も伴うため過去の数字が大幅に修正され

る。

たとえば、97 年度の実質ＧＤＰ成長率は

最初に発表された 98年 6月時点では、前年

比▲0.7％のマイナス成長であった。しかし、

その後確報値、確確報値と上方修正され、昨

年 10月に基準改定と 93SNA への移行によ

る修正が行われた結果、ついには 0.2％のプ

ラス成長へと転じることになった（図 1）。

そのため、速報段階では予測が当たっていたとしても、実績値が確報値に改定されることに

よりはずれてしまったり、その逆のことも起きたりするのである。
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ＧＤＰ統計は、速報値よりも確報値のほうがより正確なものになっていると考えれば、経済見通し

の評価には最新の実績値を用いるべきということになる。しかし、経済見通しを作成している立場

からすればいったん発表された実績値が改定されることまで考慮して予測をするなど無理な話だろ

う。

２．来年度の経済見通しのポイント

ここで、あえて現時点における最新の実績値と、90 年以降の政府、民間機関（平均）の実質ＧＤ

Ｐ成長率の予測（前年 12 月時点）を比較してみると、図２のようになる。

一般的に言われているように、総じて政府のほうが民間よりも楽観的な見通しになっているが、

政府見通しは単なる予測と違って政策目

標的な意味合いが含まれているからだろ

う。90年以降の予測値と実績値の年平均

の乖離幅（単純絶対誤差）は政府 1.6％、

民間 1.4％となっている。つまり、政府

見通しも民間見通しも毎年平均して１％

以上は間違うということである。この誤

差を大きいと考えるか小さいと考えるか

は意見が分かれるところだろうが、実績

値自体が１％も改定されることがあるこ

とを考慮する必要があるだろう。

これから続々と経済見通しが発表されることになるが、ＧＤＰ統計の精度を考えれば、経済成長

率の予測においてはコンマいくつの違いに本質的な意味はない。むしろ、見通しの前提になってい

る財政、金融政策の違い、各需要項目動向についての見方の違い、景気局面の転換時期についての

見方の違い、などに目をむけるべきであろう。

あえて、数字を見る上のポイントを挙げるとすれば、来年度の成長率が今年度の成長率よりも高

くなると見るか低くなると見るかではないか。成長率の数値自体は統計が改定されるたびに修正さ

れるのであまりあてにならないが、ある年度の成長率が前年度よりも高かったか低かったかは実は

ほとんど変わることがない。たとえば、97、98年度の成長率は統計の改定によってともに大きく上

方修正されたが、98 年度の成長率が 97 年度の成長率よりも低いという関係は速報値が発表された

時から現在まで変わっていないのである。成長率が前年度よりも高くなるか低くなるかが当たる確

率は 2分の１であるが、実際には政府、民間とも 6割程度の確率でしか的中しておらず、これを当

てるだけでもそれなりに意味があることだろう。

今年度のマイナス成長が確実となった中では、政府、民間各社が来年度の成長率のマイナス幅が

今年度よりもさらに拡大すると予測するのか、それとも縮小する（あるいはプラス成長に転じる）

と予測するのか、が注目点のひとつになるだろう。
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図2 政府、民間の経済見通しと実績値（実質ＧＤＰ成長率）（％）

(年度）
(注）①実績値は93SNAの最新実績値、見通しは93年度以前はＧＮＰ成長率、94年度以降はＧＤＰ成長率

②民間機関見通し（平均）は東洋経済新報告社調べ


